
一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制の導入に
ついて

【居宅介護支援・介護予防支援】

資料2-4

1



一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制の導入に
ついて

【居宅介護支援・介護予防支援】
〔指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について〕※予防支援も同様に記載
福祉用具貸与及び特定福祉用具販売については、その特性と利用者の心身の状況等を踏まえて、その必要性を十分に検

討せずに選定した場合、利用者の自立支援は大きく阻害されるおそれがあることから、検討の過程を別途記録する必要が
ある。
このため、介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与及び特定福祉用具販売を位置付ける場合には、サービ

ス担当者会議を開催し、当該計画に福祉用具貸与及び特定福祉用具販売が必要な理由を記載しなければならない。
さらに、対象福祉用具（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成 11 年厚生省令第 37 号）

第 199 条第２号に定める対象福祉用具をいう。以下同じ。）を居宅サービス計画に位置づける場合には、福祉用具の適時
適切な利用及び利用者の安全を確保する観点から、基準第 13 条第５号の規定に基づき、福祉用具貸与又は特定福祉用具
販売のいずれかを利用者が選択できることや、それぞれのメリット及びデメリット等、利用者の選択に資するよう、必要
な情報を提供しなければならない。なお、対象福祉用具の提案を行う際、利用者の心身の状況の確認に当たっては、利用
者へのアセスメントの結果に加え、医師やリハビリテーション専門職等からの意見聴取、退院・退所前カンファレンス又
はサービス担当者会議等の結果を踏まえることとし、医師の所見を取得する具体的な方法は、主治医意見書による方法の
ほか、診療情報提供書又は医師から所見を聴取する方法が考えられる。 なお、福祉用具貸与については、居宅サービス
計画作成後必要に応じて随時サービス担当者会議を開催して、利用者が継続して福祉用具貸与を受ける必要性について専
門的意見を聴取するとともに検証し、継続して福祉用具貸与を受ける必要がある場合には、その理由を再び居宅サービス
計画に記載しなければならない。なお、対象福祉用具の場合については、福祉用具専門相談員によるモニタリングの結果
も踏まえること。
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